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(57)【要約】
【課題】振動に対する耐性を高めることの可能な避難用
管構造物を提供する。
【解決手段】人が居住又は通行できる大きさの空間部を
有する管体と、空間部に出入りする出入口とを備え、管
体が熱可塑性樹脂によって形成されている避難用管構造
物であって、管体を複数備え、各々の管内が他の管体の
管内と連通するように連結されて避難通路１１を構成し
、避難通路１１の一端部に位置する管体の出入口は、入
口構造物に接続され、避難通路の他端部に位置する管体
の出入口は、出口構造物に接続され、さらに、複数の管
体の各々の管内が他の管体の管内と連通するように連結
される予備管路１４を備え、避難通路１１と予備管路１
４とは連結管１５を介して接続されている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　人が居住又は通行できる大きさの空間部を有する管体と、前記空間部に出入りする出入
口とを備え、前記管体が熱可塑性樹脂によって形成されている避難用管構造物であって、
　前記管体を複数備え、各々の管内が他の前記管体の管内と連通するように連結されて避
難通路を構成し、
　前記避難通路の一端部に位置する前記管体の出入口は、入口構造物に接続され、
　前記避難通路の他端部に位置する前記管体の出入口は、出口構造物に接続され、
　さらに、複数の前記管体の各々の管内が他の前記管体の管内と連通するように連結され
る予備管路を備え、
　前記避難通路と前記予備管路とは連結管を介して接続されている
　避難用管構造物。
【請求項２】
　前記避難通路は、歩道を備え、前記歩道の下側の空間部において前記連結管と接続され
ている
　請求項１記載の避難用管構造物。
【請求項３】
　人が居住又は通行できる大きさの空間部を有する管体と、前記空間部に出入りする出入
口とを備え、前記管体が熱可塑性樹脂によって形成されている避難用管構造物であって、
　前記管体を複数備え、
　複数の前記管体は、各々の管軸が互いに平行となるように前記管体同士が連結され、
　前記管軸と直交する面に板体が配設され、
　メガフロートとして構成されている
　避難用管構造物。
【請求項４】
　前記管体は、蓄光性および反射性の少なくとも一方を備える
　請求項３記載の避難用管構造物。
【請求項５】
　前記メガフロートは、複数の前記管体を結合して構成されたユニットを連結機構によっ
て連結して構成されている
　請求項３または４記載の避難用管構造物。
【請求項６】
　前記連結機構が紐部材を含む
　請求項５に記載の避難用管構造物。
【請求項７】
　前記管体は、シェルタまたは備蓄庫である
　請求項３～６のうち何れか１項に記載の避難用管構造物。
【請求項８】
　前記熱可塑性樹脂は、高密度ポリエチレンである
　請求項１～７のうち何れか１項に記載の避難用管構造物。
【請求項９】
　前記管体は、外表面にリブが環状又は螺旋状に設けられている
　請求項１～８のうち何れか１項に記載の避難用管構造物。
【請求項１０】
　前記管体は、管壁に多数の中空部が設けられている
　請求項１～９のうち何れか１項に記載の避難用管構造物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂製の避難用管構造物に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　都市計画では、津波災害、竜巻災害といった大規模な自然災害が発生したときに、住人
が避難場所まで円滑に避難することができる避難システムが必要とされている。例えば、
津波が発生する場所では、住人が高台の避難場所まで円滑に避難できる避難通路が必要と
され、また、竜巻が発生する場所では、飛来物から避難するためのシェルタが必要とされ
ている（特許文献１参照）。さらに、大勢の被災者を避難させるには、ヘリコプタ等が用
いられ、避難場所やその近くにはヘリポート等が必要となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－０２００２１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、上述した避難システムを計画するにあたっては、シェルタ、避難通路、ヘリ
ポートなど、これらを構成する避難用管構造物に対して、振動に対する高い耐久性が望ま
れている。
　本発明は、振動に対する耐性を高めることの可能な避難用管構造物を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　以上のような課題を解決する避難用管構造物は、人が居住又は通行できる大きさの空間
部を有する管体と、前記空間部に出入りする出入口とを備え、前記管体が熱可塑性樹脂に
よって形成されている避難用管構造物であって、前記管体を複数備え、各々の管内が他の
前記管体の管内と連通するように連結されて避難通路を構成し、前記避難通路の一端部に
位置する前記管体の出入口は、入口構造物に接続され、前記避難通路の他端部に位置する
前記管体の出入口は、出口構造物に接続され、さらに、複数の前記管体の各々の管内が他
の前記管体の管内と連通するように連結されて予備管路を備え、前記避難通路と前記予備
管路とは連結管を介して接続されている。
　上記構成によれば、避難通路において振動に対する耐性が高められる。
【０００６】
　上記避難用管構造物において、前記避難通路は、歩道を備え、前記歩道の下側の空間部
において前記連結管と接続されていることが好ましい。
【０００７】
　以上のような課題を解決する避難用管構造物は、人が居住又は通行できる大きさの空間
部を有する管体と、前記空間部に出入りする出入口とを備え、前記管体が熱可塑性樹脂に
よって形成されている避難用管構造物であって、前記管体を複数備え、複数の前記管体は
、各々の管軸が互いに平行となるように前記管体同士が連結され、前記管軸と直交する面
に板体が配設され、メガフロートとして構成されている。
　上記避難用管構造物によれば、メガフロートにおいて振動に対する耐性が高められる。
【０００８】
　上記避難用管構造物において、前記管体は、蓄光性および反射性の少なくとも一方を備
えていてもよい。
　上記避難用管構造物において、前記メガフロートは、複数の前記管体を結合して構成さ
れたユニットを連結機構によって連結して構成されていてもよい。
　前記避難用管構造物において、前記連結機構が紐部材を含む構成としてもよい。
　前記避難用管構造物において、前記管体は、シェルタまたは備蓄庫である構成としても
よい。
【０００９】
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　前記避難用管構造物において、前記熱可塑性樹脂は、高密度ポリエチレンとしてもよい
。
　また、前記避難用管構造物において、前記管体は、外表面にリブが環状又は螺旋状に設
けられている構成としてもよい。
　避難用管構造物の荷重に対する耐性は、管体の管壁における厚さが大きいほど高い一方
で、避難用管構造物の重量は、管体の管壁における厚さが大きいほど大きい。この点で、
上記避難用管構造物によれば、外表面にリブを有しない避難用管構造物と比べて、避難用
管構造物の荷重に対する耐性がリブによって高められ、かつ、避難用管構造物の重量がリ
ブによって大きくなる。それゆえに、避難用管構造物に求められる耐性と重量との両立を
、管体の口径や管体の長さなど、管体全体に関わる設計値を変更することなく、リブに対
する設計値の変更によって実現できる。
【００１０】
　また、前記避難用管構造物において、前記管体は、管壁に多数の中空部が設けられてい
る構成としてもよい。
　上記避難用管構造物によれば、管内に対する断熱性が管壁によって高められる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、管体が熱可塑性樹脂で形成されているため、避難用管構造物の振動に
対する耐性を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】沿岸都市の避難システムの構成図である。
【図２】避難システムの避難通路の断面図である。
【図３】避難通路と予備管路の斜視図である。
【図４】（ａ）～（ｄ）は、側壁表面がフラットな管体の断面図であり、（ｅ）～（ｇ）
は、側壁表面にリブを設けた管体の断面図である。
【図５】（ａ）は、二層構造の管体の側壁を示す斜視図であり、（ｂ）は、三層構造の管
体の側壁を示す斜視図である。
【図６】シェルタが建物の屋上に設置された状態を示す斜視図である。
【図７】シェルタの一部切欠き斜視図である。
【図８】横型のシェルタが連結された状態を示す断面図である。
【図９】横型の管体を連結したシェルタを示す斜視図である。
【図１０】図９に示すシェルタの断面図である。
【図１１】縦型のシェルタの斜視図である。
【図１２】図１１に示すシェルタの断面図である。
【図１３】埋設型のシェルタの断面図である。
【図１４】メガフロートの斜視図である。
【図１５】メガフロートの斜視断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図１～図１５を参照して、避難用管構造物の一例であるシェルタ、避難通路、お
よび、メガフロートを備える避難システムの一実施の形態を説明する。
　［避難システムの概要］
【００１４】
　図１に示すように、避難システム１が設けられる地域は、例えば沿岸部の都市等であっ
て、一般には利便性の高い沿岸線に沿った沿岸部や低地に居住地域３が設けられている。
居住地域３には、具体的に、病院、学校等の公共施設、住人が居住するマンション、アパ
ートといった集合住宅３ａや一戸建て家屋３ｂが設けられている。また、居住地域３から
離れた場所には、工場施設が集積した工場地帯４が設けられている。一方、沿岸部から離
れた高台には、一時避難場所、広域避難場所等の避難場所５が設けられている。
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【００１５】
　避難システム１では、沿岸線沿いの居住地域３や工場地帯４と高台の避難場所５との間
を避難通路システム１０で接続し、津波や高潮等の被害で沿岸部や低地が浸水した際にも
、住人を、安全に避難させることができるようにしている。避難通路システム１０は、複
数の避難通路１１と、避難通路１１の入口構造物１２と出口構造物１３とを有している。
避難通路１１は、沿岸部の居住地域３や工場地帯４と高台の避難所とを結ぶ埋設型の地下
道であって、居住地域３や工場地帯４に入口構造物１２が設けられ、高台の避難場所５や
その近くに出口構造物１３が設けられている。避難通路１１は、地下道となっており、津
波によって押し流された倒壊家屋等によっても影響を受けないようになっている。また、
入口構造物１２は、例えば、２階又は３階建て以上の強度の高い２０ｍ程度若しくはそれ
以上の高さのコンクリート構造物となっており、その屋上や高層階は、公共施設とともに
一時避難場所としても機能する。
【００１６】
　また、公共施設や入口構造物１２といった低地の一時避難所には、浮上型シェルタ３０
が設置されており、一時避難所に避難した住人が浮上型のシェルタ３０にも一時避難でき
るようになっている。
【００１７】
　更に、沿岸には、被災者を救助するヘリコプタが離着陸するヘリポートが設けられてい
る。ヘリポートは、海に浮上されるメガフロート５０で構成されている。メガフロート５
０は、平常時、分割され、一時避難所等に指定されている建築物に、収納されており、被
災時に、容易に組み立てることができる構造とすることもできる。
【００１８】
　以上のような避難システム１にあっては、避難通路システム１０、シェルタ３０、メガ
フロート５０のいずれにあっても、その主たる構成要素を、熱可塑性樹脂で形成されて管
体としているため、振動に対する耐性が高められる。また、避難通路システム１０、シェ
ルタ３０、メガフロート５０のいずれを製造するに際しても、施工が容易で、更に、軽量
であることから、運搬等も容易に行うことができる。
　［避難通路システムの説明］
【００１９】
　図２に示すように、避難通路システム１０は、避難者が通行する複数の避難通路１１と
、避難通路１１の入口構造物１２と出口構造物１３とを有している。更に、避難通路シス
テム１０は、避難通路１１と対をなす予備管路１４と、避難通路１１と予備管路１４とを
連結する連結管１５とを備えている。予備管路１４は、避難通路１１の排水管となる。避
難通路１１に滲出又は浸入した水は、連結管１５を介して予備管路１４に排水される。
【００２０】
　避難通路１１は、図３に示すように、熱可塑性樹脂の一つである高密度ポリエチレンの
複数の管体１６を備え、第２管体の一例である複数の管体１６の各々の軸線が一致するよ
うに、複数の管体１６が連結されてなる管構造物によって構成されている。ここで、避難
通路１１を構成する管体１６には、直径が数ｍ、ここでは３ｍ又はそれ以上の避難者がゆ
とりもって通行できる太さのものが用いられている。また、計画の避難通路１１の長さま
で連結された管体１６は、その一方の端部が入口構造物１２と接続される出入口１２ａと
なり、他方の端部が出口構造物１３と接続される出入口１３ａとなる。
【００２１】
　管体１６を構成する高密度ポリエチレンは、柔軟性や耐衝撃性に優れており、従って、
管体１６は、地盤沈下や地震等の鉛直方向や水平方向の変位に対しても追従することがで
きる。また、耐薬品性や耐食性に優れており、鋳鉄管等の場合のように腐食することがな
く、地中に埋設した場合にも耐久性に優れたものとなっている。また、高密度ポリエチレ
ンは、熱可塑性樹脂であり、加工性が良く、計画経路に合わせて管体１６を容易に曲げ加
工することができる。更に、管体１６は、ポリエチレン溶接によって、容易に接続するこ
とができる。なお、管構造物である予備管路１４や連結管１５についても、ここでは、高
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密度ポリエチレンによって形成されている。
【００２２】
　ここで、高密度ポリエチレン管として一例を挙げれば、高密度ポリエチレン樹脂は、Ｊ
ＩＳ　Ｋ　６８９９－１：２０００にＰＥ－ＨＤとして定義され、旧ＪＩＳ　Ｋ　６７４
８：１９９５では密度９４２ｋｇ／ｍ３以上に分類されるポリエチレン樹脂である。また
、高密度ポリエチレン樹脂は、例えば、比重０．９２～０．９６で荷重たわみ温度が１３
０℃以下のものである。
【００２３】
　図３に示すように、管体１６を樹脂溶接によって連結して構成された避難通路１１は、
避難者が歩行し易くするため、平坦な歩道１７が設けられている。管体１６は、断面円形
状であるため、設置時下側に位置する曲面に砂等で路床を整正しコンクリートを打設して
、歩道１７を設けるようにしている。
【００２４】
　また、歩道１７に対して垂直な側壁には、換気設備として通気用の吸気管１８ａと排気
管１８ｂとが設けられている。また、側壁には、避難者用の手摺１９が設けられている。
入口構造物１２や出口構造物１３の近傍は、傾斜面となるため、階段２１が設けられてい
る。
【００２５】
　避難通路１１には、その他、照明設備や昇降機や換気設備や排水設備等が設けられてい
る。これら設備の電源は、避難場所５やその近くの出口構造物１３等の高台の安全な場所
に設けられ、ここから各設備に電源を供給するようにしている。避難通路１１内の配線は
、電気ケーブルを筒状のケーシング等に挿通され保護された状態で、天井等の歩行に妨げ
にならない場所に配設され、照明等の電気設備と接続される。
【００２６】
　以上のような構成を有する避難通路１１は、例えば内径が３ｍの管体１６を用いること
によって、歩道１７の幅員を２．２ｍとし、高さを２．５ｍとして、十分に避難者が歩行
することができる空間を確保することができる。
【００２７】
　避難通路１１は、歩道１７の下側で、連結管１５を介して予備管路１４と連結されてい
る。この予備管路１４や管体１６を軸線を一致させて樹脂溶接等で結合し、管構造物とし
て構成されている。予備管路１４は、排水用であり、避難通路１１に滲出した水が連結管
１５から供給される。予備管路１４は、避難通路１１と同じ太さであってもよいし、排水
用としているため、人が通行できるほど太いものでなくてもよい。予備管路１４に貯留さ
れた排水は、予備管路１４に接続された排水ポンプによって排水される。なお、予備管路
１４の排水は、地中に滲出させるようにしてもよい。
【００２８】
　ところで、図４に示すように、管体１６は、具体的に構成することができる。図４（ａ
）では、側壁の外面にも内面にも凹凸のない肉厚が均一な管体１６ａを示している。この
管体１６ａでは、例えば側壁の厚さを最大で１２０ｍｍとすることができ、用途に応じて
厚さを適宜設定することができる。勿論、側壁の厚さは、１２０ｍｍ以上であってもよい
。
【００２９】
　図４（ｂ）に示す管体１６ｂでは、内部に中空部１６ｃが複数設けられ、軽量化が図ら
れている。ここでは、中空部１６ｃが一列に形成されている。また、管体１６ｂは、中空
部１６ｃが多数設けられることで、断熱効果が高められている。図４（ｃ）の管体１６ｄ
は、図４（ｂ）より肉厚にし、各中空部１６ｃより大きい中空部１６ｅを設け、更に断熱
性を高めたものとなっている。図４（ｄ）に示す管体１６ｆは、大きい中空部１６ｅを二
列設け、更に断熱性を高めたものとなっている。なお、中空部１６ｃ，１６ｅの数は、こ
れに限定されるものではない。例えば、図４（ｄ）に示す中空部１６ｅは、側壁を厚くす
ることで３列以上にしてもよいし、中空部１６ｅを小さくして、更に列数を増やしてもよ



(7) JP 2017-193957 A 2017.10.26

10

20

30

40

50

い。また、中空部１６ｃ，１６ｅは、側壁内、整列して設けられているのではなく、離散
的に設けられていてもよい。
【００３０】
　図４（ｅ）に示す管体１６ｇは、外周面に環状又は螺旋状のリブ１６ｈを設け、リブ１
６ｈ内に、中空部１６ｉを設けている。この管体１６ｇは、側壁の肉厚を薄くすることで
軽量化を図りつつリブ１６ｈを設けることで外圧に対する強度を高めている。また、管体
１６ｇは、リブ１６ｈに、中空部１６ｉを設けることで、軽量化が図られている。図４（
ｆ）に示す管体１６ｊは、図４（ｅ）の管体１６ｇより側壁の肉厚を厚くし、リブ１６ｈ
だけでなく、管にも中空部１６ｉを設けるようにし、強度を高めながら軽量化と断熱性を
高めるようにしている。図４（ｇ）の管体１６ｊは、側壁の肉厚を厚くし、中空部１６ｉ
を二列設け、更に断熱性を高めたものとなっている。
【００３１】
　更に、管体１６の側壁は、単層の他、図５（ａ）に示すように、二層構造としてもよい
し、図５（ｂ）に示すように、三層構造としてもよいし、更に４層構造以上としてもよい
。例えば、最内層は、人が居住又は通行する空間であり、明色とすることで、人に対して
圧迫感を感じさせない空間とすることができる。内壁等の着色は、樹脂に顔料を分散させ
たり塗料を塗付で行うことができる。また、中間層は、中空部を設けることで、断熱性能
を高めることができる。更に、最外層は、着色等によって視認性を高めたり、難燃性樹脂
を用いることで難燃性を付与することに用いることができる。なお、管体１６の構成は、
図４及び図５の構成に限定されるものではない。
　以上のような避難通路システム１０の実施形態によれば、以下のように列挙する効果を
得ることができる。
【００３２】
　（１）避難通路システム１０では、管構造物である避難通路１１や予備管路１４や連結
管１５を、熱可塑性樹脂、ここでは高密度ポリエチレンの管体１６を用いている。したが
って、管体１６は、軽量であり、設置作業が簡単なものとなる。また、管体１６は、熱可
塑性樹脂であるため、加工性が良く、計画経路に合わせて管体１６を容易に曲げ加工する
ことができる。そして、容易に避難通路１１を多く設けることができる。
【００３３】
　（２）また、管体１６は、地中に埋設される。管体１６は、地盤沈下や地震等の振動に
対しても鉛直方向や水平方向の変位に対しても追従することができる。
【００３４】
　（３）更に、耐薬品性や耐食性に優れており、長期間に亘って設備を維持することがで
きる。
【００３５】
　（４）避難通路１１は、埋設管によって構成されるので、地下道となり、津波、高潮等
によって押し流された倒壊家屋等によっても破損することを防止することができる。避難
者は、安全かつ迅速に低地の入口構造物１２から容易に避難通路１１を通り高所の避難場
所５に避難することができる。
【００３６】
　（５）また、沿岸部の低地にある入口構造物１２は、当該地域で想定される津波の水位
以上の高さとし、強固なコンクリート構造物とすることで、一時避難所として機能させる
ことができる。
【００３７】
　なお、以上のような避難通路システム１０の実施形態は、以下のように適宜変更して実
施することもできる。
【００３８】
　・避難通路１１や予備管路１４や連結管１５の材料としては、熱可塑性樹脂であればよ
く、高密度ポリエチレン以外に、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、
ＡＢＳ樹脂（アクリロニトリルブタジエンスチレン樹脂）、ＡＳ樹脂、アクリル樹脂（Ｐ
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ＭＭＡ）等を用いてもよい。このように、避難通路１１や予備管路１４や連結管１５の材
料としては、熱可塑性樹脂を用いることで、管体１６に柔軟性に優れるようになり、熱硬
化型樹脂を用いた場合より埋設管として優れたものとなる。
【００３９】
　・歩道１７の下側は、空間部を設けるようにしてもよい。この場合、この空間部は、換
気設備の一部である吸気管１８ａや排気管１８ｂの代わりとすることもできる。この空間
部には、照明設備や昇降機や換気設備や排水設備等への電源供給や制御のための配線を挿
通することもできる。これにより、避難通路１１の配管等を減らすことができる。
【００４０】
　・歩道１７は、単に足場板を連結して敷設するようにしてもよい。これにより、歩道１
７を管体１６内に容易に設けることができる。
　［シェルタ］
【００４１】
　図６に示すように、低地の一時避難場所に設定されている集合住宅３ａや避難通路シス
テム１０の入口構造物１２の屋上には、避難者のシェルタ３０が設置されている。このシ
ェルタ３０は、津波等による浸水で屋上の一時避難場所に避難した避難者や一時避難所に
指定されていない建物の屋上に避難した避難者が一時的に避難し救助を待つために用いら
れる。このシェルタ３０は、浮遊型であり、屋上より水位が高くなったときにも、浮いて
いるため、安全に救助されるまで待機することができる。勿論、シェルタ３０の設置場所
は、このような場所に限定されるものではなく、例えば、災害時に、被災者救助のため、
救助ヘリコプタや海難救助船等から水上に下ろすようにしてもよい。
【００４２】
　図７及び図８に示すように、浮上型のシェルタ３０は、上述した避難通路１１等に用い
られた管体１６と同様な、管体３１が用いた管構造物である。シェルタ３０において、管
体３１は、一本であってもよいし、用途に応じて、複数本を、管軸を一致させて、樹脂溶
接等で接続したものであってもよい。このような管体３１は、その両側面の開口が閉塞板
３２で溶接等で閉塞され、内部の空間部３３に水が浸入しないようになっている。この密
閉された管体３１は、例えば、外径が３．３ｍで長さが１０ｍの断面円形状の管が用いら
れている。管体３１は、上述の管体１６と同様、熱可塑性樹脂、ここでは高密度ポリエチ
レンが用いられ、上述した図４や図５の各図に示した構造のものが用いられる。高密度ポ
リエチレン等の熱可塑性樹脂でも、比重が水より小さいものを選択することで、水に浮く
ものとなり、また、軽量であることから、持ち運びも便利となる。更に、この中でも、管
体３１は、水面で浮遊するシェルタであることから、中空部１６ｃ，１６ｅを有する断熱
性に優れた管体が好ましい。
【００４３】
　このシェルタ３０は、横型で、管軸が水平方向となるように使用される。複数の避難者
が一時的に居留する空間部３３は、横長となり、その底部には、平坦となるように、床３
４が設けられている。床３４は、例えば、足場板を連結して設けている。なお、床３４に
は、敷物等を敷いてもよい。床下３５は、空間部となり、配線や種々の設備の部品や備品
等が収納される空間となる。また、床下３５は、水面に浮遊している際に、姿勢が安定す
るように、バランスウェイトが配設されていてもよい。
【００４４】
　床３４には、座席３６が側壁に沿って複数設置されている。各座席３６は、シェルタ３
０の浮遊時に波等の影響を受けて傾いても設置位置がずれないように、ねじ等の固定部材
で固定されている。また、各座席３６は、避難者が着座した際に、室内が揺れても姿勢が
安定するように、シートベルト３６ａが設けられている。また、空間部３３の長手方向の
一方の側には、隔壁３７ａで隔離されたトイレ３７が設けられている。
【００４５】
　以上のような空間部３３には、避難者が空間部３３に出入りするための出入口３８が一
又は複数設けられている。出入口３８は、ハッチが設けられた昇降口であり、水密性に優
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れたハッチが用いられている。避難者は、はしご３８ａによって昇降する。また、管体３
１には、換気口３９が設けられている。換気口３９は、例えば、濾過装置や冷暖房装置等
を備えた換気システムが取り付けられている。
　以上のようなシェルタ３０の実施形態によれば、以下のように列挙する効果を得ること
ができる。
【００４６】
　（１）シェルタ３０は、熱可塑性樹脂、ここでは高密度ポリエチレンで形成されている
ことから、浮上型とすることができる。また、管体３１は、熱可塑性樹脂であるため、加
工性が良く、容易に密閉された空間部３３を有する管体３１を製造することができる。ま
た、シェルタ３０は、軽量であり、運搬や設置作業を容易に行うことができる。
【００４７】
　（２）また、管体３１は、柔軟性や耐衝撃性に優れており、浮遊しているときに、障害
物に衝突しても、又は、浮遊物が衝突したとしても、そのときに発生する振動によって破
損又は損傷することが防止できる。
【００４８】
　（３）更に、シェルタ３０は、耐薬品性や耐食性に優れており、長期間に亘って、保管
することができる。
　なお、以上のようなシェルタ３０の実施形態は、以下のように適宜変更して実施するこ
ともできる。
【００４９】
　・この管体３１は、蓄光性を有しているとよい。また、光反射機能を有しているとよい
。例えば、管体３１は、外面に蓄光性および光反射性の少なくとも一方を有する塗料が塗
布されることで、夜間にシェルタ３０が発光することになり、夜間の救助活動を容易に行
うことができる。勿論、管体３１は、蓄光性顔料や反射材が分散されているものであって
もよい。
【００５０】
　また、管体３１は、その材料の熱可塑性樹脂よりも高い難燃性を有するとよい。津波等
の場合には、火災の発生した家屋等の浮遊物が漂流していることもある。シェルタ３０は
、管体３１が難燃性樹脂で形成されている、又は、難燃性樹脂が表面に塗布されているこ
とで、管体３１に火が燃え移ることを防止することができる。
【００５１】
　・以上のようなシェルタ３０は、横型であって、円柱状をなすものであるから、集合住
宅３ａや入口構造物１２の屋上に設置されている非使用時に姿勢が安定しない。すなわち
、管体３１の軸線を中心に回転してしまう。そこで、管体３１には、非使用時の姿勢が安
定するように、管体３１の曲面で構成された側面に支持脚を設けるようにしてもよい。例
えば、支持脚は、管体の軸線に対して略垂直な方向、すなわち円弧上の側面に対して法線
方向に突出したものとする。支持脚としては、棒状の部材、例えば樹脂管で、管体３１の
軸線に対して略垂直な方向に突設させて構成することができる。支持脚は、２本以上設け
ることで、管体３１の軸線を中心とした回転を規制することができる。また、支持脚は、
３本以上、好ましくは４本以上設けることで、管体３１が設置面から離間し持ち上がった
状態、または、当接した状態で、シェルタ３０の姿勢を安定させることができる。また、
支持脚としては、長尺な棒状の部材、例えば樹脂管を、軸線と略平行に２本設けて構成し
てもよい。これによっても、管体の軸線を中心とした回転を規制することができる。
【００５２】
　・更に、シェルタ３０は、専用の設置台によって保管するようにしてもよい。例えば、
設置台は、円柱状の管体３１の円弧面で構成された側面に合った凹曲面を有する支持部を
複数有し、複数の支持部に、横置きで管体３１が係合支持される。シェルタ３０は、非使
用時、このような設置台に支持されることで、安全な状態で保管されることになる。なお
、設置台の構成は、これに限定されるものではない。
【００５３】
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　・このシェルタ３０において、管体３１の側面を閉塞する閉塞板３２は、管体３１の先
端を流線形等の曲面で構成するため、平板ではなく、曲板で構成するようにしてもよい。
これにより、浮遊時に、浮遊物が衝突したとしても、衝突時の衝撃を緩和することができ
る。また、救助の際には、シェルタ３０を円滑に曳航することができる。
【００５４】
　・また、図９及び図１０に示すように、複数の管体３１を連結機構４１によって連結し
たシェルタ４０であってもよい。横型の管体３１の場合、浮遊しているとき、波等によっ
て管軸を中心に傾きやすく、姿勢が安定しない。シェルタ４０では、横型の管体３１が管
軸が平行となるように連結機構４１で連結しているので、全体が平板状になる。したがっ
て、このシェルタ４０では、波等によっても、管軸方向に傾きにくくなり姿勢が安定する
ことになる。また、全体が大型化するので、一つのシェルタだけが孤立することを防止す
ることができ、漂流した際にも発見しやすくなる。
【００５５】
　連結機構４１には、アラミド繊維等の高強度の紐部材４２を用いることができる。紐部
材４２を用いた場合には、管体３１を軸線が互いに平行となるように並べ、隣接する管体
３１を紐部材４２で結ぶようにすればよい。この場合、隣接する管体３１の間の谷部には
、位置決め部材４３等を配設するようにしてもよい。
【００５６】
　・更に、以上のシェルタでは、横型について説明したが、管体は縦型であってもよい。
図１１及び図１２に示すように、縦型のシェルタ４４は、管体３１の管軸が鉛直方向とな
っており、平坦な一方の円形の面が底面となっている。この管体３１の空間部３３には、
平坦な底面に床４５が設けられている。床４５は、例えば、足場板を連結して設けている
。なお、床４５には、敷物等を敷いてもよい。この床下は、水面に浮遊している際に、姿
勢が安定するように、バランスウェイト４７が配設されている。
【００５７】
　この管体３１には、上述のように、座席３６やトイレ３７が設けられている。また、空
間部３３の天井、すなわち管体３１の一方の閉塞板３２には、出入口３８や換気口３９が
設けられている。更に、この縦型のシェルタ４４についても、管軸が平行となるように並
べて連結機構４１で連結してもよい。
　このシェルタ４４では、底面が平坦な面であることから、横型のシェルタ３０より浮遊
時の姿勢が安定したものとなる。
【００５８】
　・図１３には、埋設型のシェルタを示す。このシェルタ４８は、地中に埋設されるもの
であり、竜巻災害等に有効である。横型のシェルタ３０の場合も縦型のシェルタ４４のい
ずれも場合も、出入口３８と換気口３９を地表に露出させるように埋設される。
【００５９】
　・また、図９に示す複数の管体３１を連結した場合において、互いに隣接する管体３１
は、連結管を介して空間部３３，３３が連通するようにして、空間部３３，３３内の避難
者が管体３１，３１間を移動できるようにしてもよい。
　・また、以上説明したシェルタ３０，４０，４４，４８は、避難用として説明したが、
避難用の備蓄庫として用いることもできる。
　［メガフロート］
【００６０】
　図１４及び図１５に示すように、メガフロート５０は、複数の管体５１を、管軸が平行
となるように連結してなる管構造物である。管体５１は、上述した避難通路１１等に用い
られた管体１６やシェルタ３０，４０，４４に用いられた管体３１と同様なものが用いら
れている。管体５１は、管軸が鉛直となる縦型として用いられ、連結機構５２によって連
結されている。この管体５１は、シェルタ３０，４０，４４のように、内部に居住空間が
設けられていてもよいし、設けられていなくてもよい。また、管体５１は、熱可塑性樹脂
であり、浮遊するものであるから、両端が閉塞されていてもよい、一方が閉塞されている
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だけでもよいし、両端が開口された筒状であってもよい。
【００６１】
　管体５１を連結する連結機構５２は、アラミド繊維等の高強度の紐部材５３を用いるこ
とができる。紐部材５３を用いた場合には、管体５１を軸線が互いに平行となるように並
べ、隣接する管体５１を紐部材５３で結ぶようにすればよい。この場合、隣接する管体５
１の間の谷部には、図９等に示した位置決め部材４３等を配設してもよい。
【００６２】
　各管体５１には、その底面に、水面に浮遊している際に、姿勢が安定するように、バラ
ンスウェイト５４が配設されている。また、連結機構５２で連結された複数の管体５１は
、水面に臨む天面に、平坦な板体５５が配設される。この板体５５は、金属板であっても
よいし、樹脂板であってもよいが、十分な強度を確保できるのであれば軽量の樹脂板が好
ましい。板体５５は、縦型の管体５１の平坦な天面に取り付けられることで、管体５１の
連結体に安定して取り付けることができる。この板体５５は、ヘリコプタの発着部となり
、災害時など緊急の場合のみに利用される緊急離着陸場となる。板体５５には、「マル・
Ｈ、「Ｒｅｓｃｕｅ　ｐｏｉｎｔ」」の識別標識５６が設けられている。勿論、板体５５
には、「マル・Ｒ、「Ｒｅｓｃｕｅ　ｐｏｉｎｔ」」の識別標識が設け、ホバリングスペ
ースとしてもよい。
【００６３】
　例えば、メガフロート５０をヘリポートとして用いる場合は、一辺が２０～３０ｍ程度
の広さする。また、ヘリコプタは、数トン程度である。メガフロート５０は、ヘリコプタ
と避難者を十分に支持できる程度の浮力を有するように設計される。また、ホバリングス
ペースとして用いる場合は、これより小さく、一辺が１０ｍ程度でもよい。
　上記実施の形態によれば、以下のように列挙する効果を得ることができる。
【００６４】
　（１）メガフロート５０は、高密度ポリエチレンで形成された管体５１を連結して構成
されているので、管体５１が軽量で加工性に優れ、容易に製造することができる。すなわ
ち、海上に、容易に広面積の広場を設けることができ、この広場を、ヘリポートとするこ
とができる。
【００６５】
　（２）また、管体５１は、柔軟性や耐衝撃性に優れており、浮遊しているときに、障害
物に衝突しても、又は、浮遊物が衝突したとしても、そのときに発生する振動によって破
損又は損傷することが防止できる。また、ヘリコプタの離着陸時等には、メガフロート５
０に大きな振動が加わることになるが、このような振動によっても、メガフロート５０が
破損又は損傷することが防止できる。
【００６６】
　（３）更に、メガフロート５０は、耐薬品性や耐食性に優れており、長期間に亘って、
保管することができる。
　なお、以上のようなメガフロート５０の実施形態は、以下のように適宜変更して実施す
ることもできる。
【００６７】
　・図１１及び図１２に示すように、メガフロート５０を構成する各管体５１は、救助用
のシェルタとして用いてもよい。図１１及び図１２に示すシェルタ４４は、縦型であり、
メガフロート５０の管体５１も縦型である。この場合には、シェルタ４４を連結機構５２
で連結して、天面に板体５５を配設する。これにより、メガフロート５０は、ヘリポート
として機能する他に、シェルタとして機能することもできる。勿論、メガフロート５０の
構成する管体５１は、シェルタとしてではなく、備蓄庫として機能させてもよい。この場
合、備蓄庫には、非常食等の防災備品が格納されることになる。
【００６８】
　・この管体５１は、蓄光性を有しているとよい。また、光反射機能を有しているとよい
。例えば、管体５１は、外面に蓄光性および光反射性の少なくとも一方の塗料が塗布され
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ることで、夜間にも外部からヘリポートの位置を特定しやすくなる。また、管体５１は、
その材料の熱可塑性樹脂よりも難燃性を有するとよい。津波等の場合には、火災の発生し
た家屋等が漂流していることもある。メガフロート５０は、管体５１が難燃性樹脂で形成
されている、又は、難燃性樹脂が表面に塗布されていることで、管体５１に火が燃え移る
ことを防止することができる。
【００６９】
　・メガフロート５０は、常設でもよいが、使用時に限って、複数の管体５１を結合して
一つのユニットを構成し、複数のユニットを連結して、広面積のヘリポートとしてもよい
。この場合、平常時、メガフロート５０は、ユニット単位に分割し、各ユニットを、沿岸
部の備品庫や避難所に保管しておく。そして、災害に、各ユニットを沿岸に運搬し、ユニ
ットを結合することによってヘリポートとする。メガフロート５０を構築するときには、
小型のユニットを運搬するだけでよく、容易に、沿岸までユニットを運ぶことができる。
ユニットの連結は、上述の紐部材４２やフック等を用いて隣接するユニットを連結する構
成の簡素な連結機構を用いて行うことができる。連結機構としては、非常時に、ユニット
を簡単な操作で連結できるものが好ましい。そして、各ユニットが集められると、各ユニ
ットは、相互に連結されてメガフロート５０となり、ヘリポートとなる。メガフロート５
０を構築するにあたって、管体５１が熱可塑性樹脂で形成され、軽量であることから、運
搬が容易で、更に、容易にメガフロート５０を組み立てることができる。また、メガフロ
ート５０は、ユニット単位で分割できることで、ユニットを連結する数を調整することに
よって広さも調節することができる。
【００７０】
　・また、管体５１を横型とし、図９に示すような横型の管体の連結体の上に板体５５を
配設するようにしてもよい。
【００７１】
　・また、メガフロート５０の用途は、ヘリポートに限定されるものではない。メガフロ
ート５０は、例えば、浮体式係船岸、コンテナふ頭、浮防波堤、石油備蓄基地、波力発電
等の発電設備、展示場、避難所、滑走路等の設備に用いることもできる。
【００７２】
　・メガフロート５０が備える管体５１は出入口を備えていない構成であってもよい。こ
うした管体から構成されるメガフロート５０においても上記（１）から（３）に記載の効
果は得られる。
　上記実施形態、および、その変形例によれば、更に、以下の技術的思想が導き出される
。
　（付記１）
【００７３】
　避難システムにおいて、避難通路システム、シェルタ、メガフロートの少なくとも一が
熱可塑性樹脂で形成された管体を備える避難用管構造物である。避難通路システム、シェ
ルタ、メガフロートの中の少なくとも一つに熱可塑性樹脂で形成された避難用管構造物を
用いれば、この部分で、振動に対する耐性が高められる。また、低コストで短期に避難シ
ステムを構築することができる。
　（付記２）
【００７４】
　前記付記１において、避難通路システムでは、避難通路に、換気システム、及び、電気
設備の少なくとも１つの備える電気ケーブルが配設される。この避難通路の構成であれば
、避難者が避難通路を安全に通行することができる。
　（付記３）
【００７５】
　前記付記１において、シェルタは、複数の前記管体を備え、複数の前記管体の各々の管
軸が同一平面に位置するように連結されている。付記３に記載の構成によれば、シェルタ
全体を大型化することができる。
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　（付記４）
【００７６】
　前記付記１において、シェルタは、前記管体の有する１つの端面にバランスウェイトが
配設されている。付記４に記載の構成によれば、管体の有する１つの端面にバランスウェ
イトが配設されることで、浮遊時の姿勢が安定する。
　（付記５）
【００７７】
　前記付記１において、シェルタは、複数の前記管体を備え、複数の前記管体の各々の管
軸が相互に平行となるように複数の前記管体が併設され連結されている。付記５に記載の
構成によれば、シェルタ全体を大型化することができる。
　（付記６）
【００７８】
　前記付記５において、シェルタは、前記管軸と直交する面に板体を配設する。付記６に
記載の構成によれば、１つの避難用管構造体をシェルタ、および、メガフロートとして使
用することができる。
　（付記７）
【００７９】
　前記付記４において、シェルタは、前記管体の有する１つの端面に出入口と換気口が設
けられている。付記７に記載の構成によれば、出入口を通じた外部との出入り、および、
換気口を通じた換気ができる。
【符号の説明】
【００８０】
　１…避難システム、３…居住地域、３ａ…集合住宅、３ｂ…一戸建て家屋、４…工場地
帯、５…避難場所、１０…避難通路システム、１１…避難通路、１２…入口構造物、１２
ａ…出入口、１３…出口構造物、１３ａ…出入口、１４…予備管路、１５…連結管、１６
…管体、１６ａ…管体、１６ｂ…管体、１６ｃ…中空部、１６ｄ…管体、１６ｅ…中空部
、１６ｆ…管体、１６ｇ…管体、１６ｈ…リブ、１６ｉ…中空部、１６ｊ…管体、１６ｉ
…中空部、１６ｊ…管体、１６ｉ…中空部、１７…歩道、１８ａ…吸気管、１８ｂ…排気
管、１９…手摺、２１…階段、３０…シェルタ、３１…管体、３２…閉塞板、３３…空間
部、３４…床、３５…床下、３６…座席、３６ａ…シートベルト、３７…トイレ、３７ａ
…隔壁、３８…出入口、３８ａ…はしご、３９…換気口、４０…シェルタ、４１…連結機
構、４２…紐部材、４３…位置決め部材、４４…シェルタ、４５…床、４７…バランスウ
ェイト、４８…シェルタ、５０…メガフロート、５１…管体、５２…連結機構、５３…紐
部材、５４…バランスウェイト、５５…板体、５６…識別標識。
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